
 

労働者災害補償保険法施行規則の一部を改正する省令案について 

 

平 成 ２ ３ 年 １ ２ 月 

労働基準局労災補償部労災管理課 

 

１ 趣旨 

 

 東日本大震災の復旧・復興作業については、民間事業者の中でも建設業者

が主要な役割を果たすことが想定される。 

建設業者が労働者を使用して復旧・復興作業を行う場合、その作業中に労

働者が被った災害については、労働者災害補償保険法（昭和 22 年法律第 50

号）に基づき保険給付が行われる。 

一方、建設業を行う一人親方等は、労災保険への特別加入（任意）が可能

であり、特別加入者が復旧・復興作業中に被った災害についても、同法に基

づく保険給付が行われる。 

 特別加入者が被災した場合における保険給付の支給・不支給の判断は労働

者災害補償保険法施行規則（昭和３０年労働省令第２２号。以下「労災則」

という。）に規定された事業内容の範囲内で届出のあった業務の内容を基礎と

して行われるが、復旧・復興作業の中には、建設業では通常行うことが想定

されない（労災則に規定されていない）作業が含まれることから、これらの

作業を含め、復旧・復興作業を行う建設業の一人親方が作業中に被った災害

について適切な補償を行うため、所要の改正を行う。 

 

 

２ 改正内容 

 

 労災則第４６条の１７第２号に掲げる事業を行う者として特別加入した一

人親方等が工作物の原状回復又はその準備の事業に従事する際に被った災害

を労災保険による補償の対象とすること。 

 

 

３ 施行期日 

 

  平成２４年１月１日 



労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
案
参
照
条
文

○

労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
五
十
号
）
（
抄
）

第
三
十
三
条

次
の
各
号
に
掲
げ
る
者
（
第
二
号
、
第
四
号
及
び
第
五
号
に
掲
げ
る
者
に
あ
つ
て
は
、
労
働
者
で
あ
る
者
を
除
く
。
）
の
業
務
災
害

及
び
通
勤
災
害
に
関
し
て
は
、
こ
の
章
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一

厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
数
以
下
の
労
働
者
を
使
用
す
る
事
業
（
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
業
を
除
く
。
第
七
号
に
お
い
て
「
特
定
事
業
」

と
い
う
。
）
の
事
業
主
で
徴
収
法
第
三
十
三
条
第
三
項

の
労
働
保
険
事
務
組
合
（
以
下
「
労
働
保
険
事
務
組
合
」
と
い
う
。
）
に
同
条
第
一
項

の
労
働
保
険
事
務
の
処
理
を
委
託
す
る
も
の
で
あ
る
者
（
事
業
主
が
法
人
そ
の
他
の
団
体
で
あ
る
と
き
は
、
代
表
者
）

二

前
号
の
事
業
主
が
行
う
事
業
に
従
事
す
る
者

三

厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
種
類
の
事
業
を
労
働
者
を
使
用
し
な
い
で
行
う
こ
と
を
常
態
と
す
る
者

四

前
号
の
者
が
行
う
事
業
に
従
事
す
る
者

五

厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
種
類
の
作
業
に
従
事
す
る
者

六

こ
の
法
律
の
施
行
地
外
の
地
域
の
う
ち
開
発
途
上
に
あ
る
地
域
に
対
す
る
技
術
協
力
の
実
施
の
事
業
（
事
業
の
期
間
が
予
定
さ
れ
る
事
業
を

除
く
。
）
を
行
う
団
体
が
、
当
該
団
体
の
業
務
の
実
施
の
た
め
、
当
該
開
発
途
上
に
あ
る
地
域
（
業
務
災
害
及
び
通
勤
災
害
に
関
す
る
保
護
制

度
の
状
況
そ
の
他
の
事
情
を
考
慮
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
国
の
地
域
を
除
く
。
）
に
お
い
て
行
わ
れ
る
事
業
に
従
事
さ
せ
る
た
め
に
派

遣
す
る
者

七

こ
の
法
律
の
施
行
地
内
に
お
い
て
事
業
（
事
業
の
期
間
が
予
定
さ
れ
る
事
業
を
除
く
。
）
を
行
う
事
業
主
が
、
こ
の
法
律
の
施
行
地
外
の
地

域
（
業
務
災
害
及
び
通
勤
災
害
に
関
す
る
保
護
制
度
の
状
況
そ
の
他
の
事
情
を
考
慮
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
国
の
地
域
を
除
く
。
）
に

お
い
て
行
わ
れ
る
事
業
に
従
事
さ
せ
る
た
め
に
派
遣
す
る
者
（
当
該
事
業
が
特
定
事
業
に
該
当
し
な
い
と
き
は
、
当
該
事
業
に
使
用
さ
れ
る
労

働
者
と
し
て
派
遣
す
る
者
に
限
る
。
）

第
四
十
九
条
の
四

こ
の
法
律
に
基
づ
き
政
令
又
は
厚
生
労
働
省
令
を
制
定
し
、
又
は
改
廃
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
、
政
令
又
は
厚
生

労
働
省
令
で
、
そ
の
制
定
又
は
改
廃
に
伴
い
合
理
的
に
必
要
と
判
断
さ
れ
る
範
囲
内
に
お
い
て
、
所
要
の
経
過
措
置
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

○

労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
年
労
働
省
令
第
二
十
二
号
）
（
抄
）

第
四
十
六
条
の
十
七

法
第
三
十
三
条
第
三
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
種
類
の
事
業
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

自
動
車
を
使
用
し
て
行
う
旅
客
又
は
貨
物
の
運
送
の
事
業

二

土
木
、
建
築
そ
の
他
の
工
作
物
の
建
設
、
改
造
、
保
存
、
修
理
、
変
更
、
破
壊
若
し
く
は
解
体
又
は
そ
の
準
備
の
事
業

三

漁
船
に
よ
る
水
産
動
植
物
の
採
捕
の
事
業
（
七
に
掲
げ
る
事
業
を
除
く
。
）

四

林
業
の
事
業

五

医
薬
品
の
配
置
販
売
の
事
業

六

再
生
利
用
の
目
的
と
な
る
廃
棄
物
等
の
収
集
、
運
搬
、
選
別
、
解
体
等
の
事
業

七

船
員
法
第
一
条
に
規
定
す
る
船
員
が
行
う
事
業


	02【参考2-1】除染.pdf
	Taro-03【参考2-1】除染（労災則

